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平成２８年度 印西市財務書類の公表について 

 

 印西市では、平成２０年度決算より総務省方式改訂モデルで財務書類を作成してき

ました。現在では、多くの地方公共団体で財務書類の作成・公表に取り組んでおりま

すが、作成に際しては、「基準モデル」、「総務省方式改訂モデル」、「東京都方式」な

ど複数の作成方式があることに加え、同一の方式であっても、固定資産台帳の整備状

況により資産計上額に差が生じることから、団体間での比較が困難である等の課題が

ありました。 

 そのようなことから、総務省より平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会

計の整備促進について〔総務大臣通知〕」が示され、平成２７年度から２９年度まで

の３年間で、全ての地方公共団体において「統一的な基準」による財務書類等を作成

するよう要請がありました。 

 これを受け、印西市では、平成２７年度から２８年度にかけて、固定資産台帳の整

備を進め、この度、平成２８年度決算にあたり、「統一的な基準」による財務書類を

作成し、公表するものです。 
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Ⅰ 貸借対照表（バランスシート）

Ⅰ‐１．貸借対照表とは？

 地方公共団体の決算書は、１年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを明

らかにするものですが、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債があるのかが分かり

にくいものとなっています。

 そこで、貸借対照表を作成し、これまでに取得した土地や建物などの資産の状況とその

資産を形成するための財源がどの様に調達されたのかを明らかにします。

 この貸借対照表では、左側（借方）に市が保有している土地・建物・預金などの「資産」

を示し、右側（貸方）にその資産を形成したために、将来の世代が負担し今後支払いが必

要となるもの「負債」と、これまでの世代が既に負担し支払いの必要がないもの「純資産」

がいくらあるのかが示されます。

借   方 貸   方 

資 産
（土地・建物・預金など）

負 債
将来の世代が負担 

（今後、支払いが必要）

純資産
これまでの世代が負担 

（支払い不要）

Ⅰ‐２．貸借対照表の作成基準

（１）対象会計範囲

一般会計を対象としています。

（２）作成の基準日

平成２９年３月３１日（平成２８年度末）を作成基準日としています。

但し、平成２９年４月１日から５月３１日までの出納整理期間の収支は、基準日ま

でに終了したものとして処理しています。
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Ⅰ‐３．貸借対照表の概要 

Ⅰ‐３‐１ 総 括 

平成２８年度末の印西市の「資産」は、２，３９０億５，０９４万円です。 

この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純

資産」が２，１１６億５，１３１万円となっており、将来世代の負担である「負債」は２

７３億９，９６３万円となっています。 

 新規地方債の発行抑制等により、全般的に負債は減少傾向にあるものの、資産に対する

負債の比率は１１．５％であり、現在ある資産のおよそ９分の１を将来世代が負担してい

くことになります。負債の動向は将来の財政負担を大きく左右することになるため、中長

期的な視点に立った財政の健全化の確保に努めていかなければなりません。 
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貸 借 対 照 表  

（平成２９年３月３１日現在）  

   （単位：千円）  

[資産の部] 金 額 [負債の部] 金 額  

１ 固定資産 225,936,558 １ 固定負債 23,748,464  

  （１）有形固定資産 219,279,225   （１）地方債 15,696,334  

  （２）無形固定資産 118   （２）長期未払金 5,150,626  

  （３）投資その他の資産 6,657,215   （３）退職手当引当金 2,901,504  

     

２ 流動資産 13,114,383 2 流動負債 3,651,163  

  （１）現金預金 3,708,749   （１）１年内償還予定地方債 1,932,982  

  （２）未収金 348,320   （２）未払金 797,503  

  （３）基金 9,092,458   （３）賞与等引当金 495,053  

  （４）徴収不能引当金 △35,144   （４）預り金 425,626  

     

  負 債 合 計 27,399,628  

  [純資産の部] 金 額  

   １ 固定資産等形成分 234,607,846  

   ２ 余剰分（不足分） △22,956,533  

     

   純資産合計 211,651,313  

資 産 合 計 239,050,941 負債・純資産合計 239,050,941  

     

      

 

 
 

     

      

      

 

これまでに形成してきた 

資産の状況  

資産を形成するため 

財源をどこから調達したのか  
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Ⅰ‐３‐２ 資 産【２，３９０億５，０９４万円】 

１ 固定資産 

 

  資産のうち「固定資産」は、「有形固定資産」、「無形固定

資産」、「投資その他の資産」で構成されており、２，２５

９億３，６５６万円と「総資産」の９５％を占めています。 

 

 

 
 
（１）有形固定資産 
   道路や公園、小中学校・保育所などの土地や建物などの固定資産が２，１

９２億７，９２３万円で「総資産」の９２％を占めています。 
主な内訳は、学校や社会教育・体育施設などの事業用資産は、６２０億４，

２１８万円（構成比２８％）、道路や公園などのインフラ資産は、１，５５４

億２，９４１万円（構成比７１％）、物品は、３１億３，６７０万円（構成比

１％）となっています。 
 
（２）無形固定資産 

固定資産のうち、無形固定資産は、いんザイ君の商標権１２万円を計上し

ています。 
 
（３）投資その他の資産 
   公営企業への「出資金」や「貸付金」、「基金」、回収期限から１年以上回収

できていない「長期延滞債権」など６６億５，７２２万円となっています。 
 

 

 

 

３ 流動資産 

 

  資産のうち「流動資産」は、財政調整のための「基金」

や「現金」、市税等の「未収金」の合計１３１億１，４３

８万円となっています。 

 

 

 
 
（１）現金預金 

歳計現金が３２億８，３１２万円、歳計外現金が４億２，５６３万円あり、

現金預金の合計は３７億８７５万円で総資産の２％を占めています。 

資 産 

負 債 
  

１ 固定資産 

  

  

純資産 ２ 流動資産 

  

資 産 

負 債 
  

１ 固定資産 

  

 

純資産 ２ 流動資産 
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（２）未収金 

未収金は、２８年度の歳入として調定していた地方税のうち１億７，１４

０万円と、保育園保育料など１億７，６９２万円があり、合計は３億４，８

３２万円となっています。 
（３）基金 
   財政調整基金が８９億２，６５８万円、減債基金が１億６，５８８万円あ

り、合計は９０億９，２４６万円となっています。 
（４）徴収不能引当金 
   過去の回収不能実績から、「未収金」のうち、３，５１４万円を徴収不能引

当金として計上しています。 
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Ⅰ‐３‐３ 負 債【２７３億９，９６３万円】 

１ 固定負債                     

 

  負債のうち「固定負債」は、「地方債」、「長期未払金」、「退職手

当引当金」の２３７億４，８４６万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
（１）地方債 

地方債のうち、翌々年度以降に償還されるものが１５６億９，６３３万円あり、

負債総額の５７％を占めています。 
なお、地方債は、２８年度に１８億５，９８０万円を発行、元金２１億３，６

５６万円を償還し、残高は１７６億２，９３２万円となりました。 
 
（２）長期未払金 
   債務負担行為を設定しているなど、翌々年度以降に支出予定の長期未払金が５

１億５，０６３万円となっています。 
 

（３）退職手当引当金 
   退職手当引当金は、特別職を含む一般会計の全職員が年度末に全員退職したと

仮定した場合に必要と見込まれる退職手当支給額で２９億１５０万円となってい

ます。 
 

 

資 産 

負 債 

  
１ 固定負債 

  

 

２ 流動負債 

  

純資産 
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２ 流動負債                     

 

  負債のうち、「流動負債」は、１年以内に支払や返済が行われ

る「地方債」、「未払金」、「賞与引当金」などの合計、３６億５，

１１６万円となっています。 

 

 

 

 

 

 
 
（１）１年内償還予定地方債 
   地方債のうち、翌年度の償還元金予定額は、１９億３，２９８万円となっていま

す。 
 
（２）未払金 
   千葉ニュータウン内の公益的施設整備に際し、債務負担行為を設定している五省

協定立替償還金など、翌年度支払予定の未払金が７億９，７５０万円となっていま

す。 
 
（３）賞与等引当金 
   賞与等引当金は、翌年度の６月に支給される賞与のうち、２８年度負担相当額で

４億９，５０５万円となっています。 
 
（４）預り金 
   職員給与等からの控除した社会保険料等の預り金は、４億２，５６３万円となっ

ています。 

 

資 産 

負 債 

  
１ 固定負債 

  

 

２ 流動負債 

  

純資産 
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Ⅰ‐３‐４ 純資産【２，１１６億５，１３１万円】 

１ 固定資産等形成分 

  住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源は、２，

３４６億７８５万円となっています。 

 

２ 余剰分 

  「資産合計」から「負債合計」と「固定資産等形成分」

を差し引いた額でマイナス２２９億５，６５３万円となっています。 

  余剰分がマイナスということは、翌年度以降自由に使える財源の一部が既に拘束されて

いることを意味します。 

  これは、臨時財政対策債や減税補てん債等の赤字地方債や、退職手当引当金のように資

産形成を伴わない負債が存在し、その支払いに対する備えが蓄えられていないことを表し

ています。しかしながら、これには国の政策による部分も大きく関わっており、地方交付

税の代替措置として認められている臨時財政対策債は、償還財源が将来の地方交付税収入

で賄われるとされています。 

 

Ⅰ‐４．貸借対照表を用いた財務分析 

Ⅰ‐４‐１ 社会資本形成の世代間負担比率 

  社会資本の整備結果を示す固定資産を、これまでの世代（過去及び現世代）と将来世代

でどれだけ負担するのかを示す比率です。 

  これまでの世代の負担は９３．７％となっています。この比率は、これまでの世代によ

って既に納付された税金等によって社会資本が形成された割合を示すものであり、この比

率が高いほど将来世代の負担分が少ないと言えます。なお、将来世代の負担は６．３％と

なっています。 

固定資産合計（Ａ） 

２，２５９億３，６５６万円 

     

これまでの世代が負担 将来世代が負担 

【９３．７％】 【６．３％】 

純資産合計（Ｂ） ２，１１６億５，１３１万円 （Ａ）-（Ｂ） 

 

資 産 

負 債 

純資産 
１ 固定資産等形成分 

 

２ 余剰分（不足分） 
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Ⅰ‐４‐２ 歳入額対資産比率 

  歳入総額に対する資産の比率は、現在の資産が形成されるために、何年分の歳入が充当

されているのかを示す比率で、年数が多いほど社会資本の整備が進んでいると考えられま

す。 

  平均的な値は３～７年と言われており、本市は、６年分の歳入に相当する資産を保有し

ていることになります。 

   （単位：百万円） 

項   目 平成２８度 平成２７年度 平成２６年度 

歳入合計 Ａ 36,544  33,494 36,017 

資産合計 Ｂ 239,051 191,150 188,113 

予算額対資産比率 Ｂ/Ａ 6.54 年 5.71 年 5.22 年

 

 

Ⅰ‐４‐３ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

  有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を

見ることにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを把握

することができます。 

  平均的な値は、３５％～５０％の間の比率と言われており、本市の有形固定資産減価償

却率（資産老朽化比率）は、４８．８％になっています。 

   （単位：百万円） 

項   目 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度 

減価償却累計額 Ａ 151,017 81,150 77,434 

有形固定資産合計 Ｂ 219,279 169,919 167,031 

土地 Ｃ 60,857 55,230 53,706 

有形固定資産減価償却率 

（資産老朽化比率） 
Ａ/（Ｂ-Ｃ+Ａ） 48.8 ％ 41.4 ％ 40.6 ％ 
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Ⅱ 行政コスト計算書  

Ⅱ‐１．行政コスト計算書とは？ 

  行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉サービスやごみの収集のように「資

産の形成につながらない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サー

ビスの対価として得られた財源（経常収益）」を対比させた財務書類です。 

 

Ⅱ‐２．行政コスト計算書の概要 

Ⅱ‐２‐１ 総 括 

  平成２８年度の「経常費用」は非現金支出を含め３１７億５，０７３万円、これに対し

て、「経常収益」は２７億９５１万円（受益者負担割合は８．５％）で、差引き「純経常行

政コスト」は２９０億４，１２２万円となっています。 

 

行政コスト計算書 
自 平成２８年４月 １日 

至 平成２９年３月３１日 

（単位：千円） 

    金額 （構成比率） 

経常費用 ａ 31,750,734 100.0 ％ 

     

業務費用 

１．人件費 6,631,701 20.9 ％ 

   （１）職員給与費 5,717,765 18.0 ％ 

   （２）賞与引当金繰入額 495,053 1.6 ％ 

   （３）退職手当引当金繰入等 126,801 0.4 ％ 

   （４）その他 292,082 0.9 ％ 

     

２．物件費等 13,598,154 42.8 ％ 

   （１）物件費 6,499,992 20.5 ％ 

   （２）維持補修費 222,441 0.7 ％ 

   （３）減価償却費 6,748,969 21.3 ％ 

   （４）その他 126,752 0.4 ％ 

     

３．その他の業務費用 485,319 1.5 ％ 

   （１）支払利息 253,914 0.8 ％ 

   （２）徴収不能引当金繰入金 18,102 0.1 ％ 

   （３）その他 213,303 0.7 ％ 

移転費用 11,035,561 34.8 ％ 

    

経常収益 ｄ 2,709,511 8.5 ％ 

１ 使用料・手数料 ｂ 277,274 0.9 ％ 

２ その他 ｃ 2,432,237 7.7 ％ 

（差引）純経常行政コスト ａ-ｄ 29,041,223 91.5 ％ 
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Ⅱ‐２‐２ 経常行政コスト 

  資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために要した経費を性質別に

見てみると、「人件費」が６６億３，１７０万円で「経常費用」の２０．９％を占めていま

す。 

  「物件費等」は、１３５億９，８１５万円で「経常費用」の４２．８％を占めており、

内訳は、物件費が６４億９，９９９万円、維持補修費が２億２，２４４万円、減価償却費

が６７億４，８９７万円となっています。 

  「その他の業務費用」は、４億８，５３２万円で「経常費用」の１．５％を占めており、

支払利息が２億５，３９１万円、徴収不能引当金繰入金が１，８１０万円となっています。 

 

Ⅱ‐２‐３ 経常収益 

  「使用料・手数料」など、２７億９５１万円となっています。 
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Ⅲ 純資産変動計算書  

Ⅲ‐１．純資産変動計算書とは？ 

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどの

ように変動したのかを表している計算書です。 

 

Ⅲ‐２．純資産変動計算書の概要 

Ⅲ‐２‐１ 総 括  

  平成２８年度の純行政コスト２９０億４，１３２万円に対して、地方税や地方交付税な

どの税収等が２３２億７，５６４万円、国や県からの補助金等が５３億７，０２７万円あ

りましたので、合計で２８６億４，５９１万円の財源となりました。 

  この結果、前年度末に２，００４億２，８３２万円あった純資産残高が、本年度末は２，

１１６億５，１３１万円となりました。 

 

純資産変動計算書 

自 平成２８年４月 １日 

至 平成２９年３月３１日 

（単位：千円） 

  純資産合計 

前年度末純資産残高 200,428,318 

  純行政コスト △ 29,041,320 
 

  税収等 23,275,637 

    地方税 18,032,347 

    地方譲与税 338,695 

    税交付金 1,740,297 

    地方特例交付金 113,569 

    地方交付税 2,002,024 - 395,414 

    寄附金 1,200 

    他会計繰入金 10,710 

    その他 1,036,796 

  国県等補助金 5,370,269 

  資産評価差額 80 

  無償所管換等 2,499,719 

  内部取引 △71,295 

  その他 9,189,904 

    固定資産照合勘定 2,078 

    その他純資産変動 9,187,826 

本年度末純資産残高 211,651,313 
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Ⅲ‐２‐２ 純資産の内訳 

１ 固定資産等形成分 

  有形固定資産は、５６億８，８６１万円増加し、６７億４，８９７万円減少、また貸付

金・基金等は、１２億２，９９２万円増加し、２２億３，４９０万円減少したため、固定

資産は、２０億６，５３３万円の減少となりました。 

  無償所管換等は、２４億９，９７２万円となり、土地の所管換による内部取引で７，１

３０万円の減少となりました。 

この結果、本年度末純資産残高は２，３４６億７８５万円となりました。 

 
（単位：千円） 

  固定資産等形成分 
   

前年度末純資産残高 234,224,676 

  固定資産の変動（内部変動） △2,065,334 
 

    有形固定資産等の増加 5,688,612 

    有形固定資産等の減少 △6,748,969 

    貸付金・基金等の増加 1,229,920 ＋ 363,170 

    貸付金・基金等の減少 △2,234,897 

  資産評価差額 80 

  無償所管換等 2,499,719 

  内部取引 △71,295 

本年度末純資産残高 234,607,846 

 

２ 余剰分（不足分） 

  純行政コストの２９０億４，１３２万円に対する財源として２８６億４，５９１万円を

充てた結果、３億９，５４１万円の財源不足となり、固定資産等形成分の純資産変動額１

０８億５，９８２万円を含めた本年度末純資産残高は、マイナス２２９億５，６５３万円

となっています。 

 
（単位：千円） 

  余剰分（不足分） 

前年度末純資産残高 △33,816,358 

純行政コスト △29,041,320 

財源 28,645,906 

固定資産の変動（内部変動） 2,065,334 

  その他 9,189,904 

    固定資産照合勘定 2,078 

    その他純資産変動 9,187,826 

  本年度純資産変動額 10,859,824 

本年度末純資産残高 △22,956,533 
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Ⅳ 資金収支計算書  

Ⅳ‐１．資金収支計算書とは？ 

  資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「業務活動収支」「投資活動収

支」「財務活動収支」の３つの区分に分けて表わした財務書類です。 

 

Ⅳ‐２．資金収支計算書の概要 

Ⅳ‐２‐１ 総 括 

  「業務活動収支」で生じた収支余剰（黒字）６４億２，０３０万円で、「投資活動収支」

の収支不足額（赤字）５２億３，５７３万円と「財務活動収支」の収支不足額（赤字）２

億７，６７６万円を補てんしています。 

  「業務活動収支」の黒字が、「投資活動収支」と「財務活動収支」の収支不足額の合計よ

り大きいため、前年度末に２３億７，５３１万円あった現金が、本年度末では９億７８１

万円増加し、３２億８，３１２万円となっています。 
業務活動収支 投資活動収支 

収入 

３０７億３，１２４万円 

支出 

２４３億１，０９４万円 

収入 

２４億７，８１１万円 
支出 

７７億１，３８４万円 

 

収支不足② 

５２億３，５７３万円 

財務活動収支 

収入１８億５，９８０万円 
支出 

２１億３，６５６万円 
収支余剰① 

６４億２，０３０万円 
 

収支不足③ 

２億７，６７６万円 

   

 
 

 

 

①-（②+③） 
 

 ９億７８１万円 

 前年度末歳計現金残高 

２３億７，５３１万円 

本年度末歳計現金残高 

３２億８，３１２万円 
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Ⅳ‐２‐２ 業務活動収支 

１ 業務支出 

  人件費や物件費、社会保障給付費、補助金、支払利息、他会計への繰出金など日常 

の行政サービスを行うにあたって必要な費用で２４３億１，０９４万円となっていま 

す。 

  支出額の大きい順に、物件費等６８億４，４１５万円、人件費６３億６３７万円、補助

金等４９億４，３７１万円、社会保障給付４２億５，３９８万円などとなっています。 

 

２ 業務収入 

  地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で３０７億２，

７９１万円となっています。 

  収入額の大きい順に、税収等２３３億１，１１２万円、国県等補助金５２億８，９８４

万円、その他１８億５，０１３万円、使用料及び手数料２億７，６８２万円などとなって

います。 

 

この結果、業務活動収支の差額６４億２，０３０万円が公共資産整備や地方債償還など

に充当されることになります。 

 

Ⅳ‐２‐３ 投資活動収支 

１ 支出 

  本市で社会資本を整備した公共資産整備支出が６４億２，８５２万円、基金積立金が１

２億２，９９２万円、投資及び出資金が３，０４０万円、その他２，５００万円で、合計

では７７億１，３８４万円となっています。 

 

２ 収入 

  公共資産整備支出の財源となった国県補助金等が２億１，６１４万円、基金の取り崩し

が２２億３，４９０万円、資産売却収入が２０７万円、その他２，５００万円で、合計で

は２４億７，８１１万円となっています。 

 

  この結果、投資活動収支の額は５２億３，５７３万円の赤字となっていますが、この不

足額は、業務活動収支の黒字により賄われたことになります。 

 

Ⅳ‐２‐４ 財務活動収支 

１ 支出 

  地方債償還額により、２１億３，６５６万円となっています。 

２ 収入 

  地方債発行により、１８億５，９８０万円となっています。 
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この結果、財務活動収支の額は２億７，６７６万円の赤字となっていますが、この不足

額も、業務活動収支の黒字により賄われたことになります。 

 

  以上により、２８年度の１年間で９億７８１万円の歳計現金が増加し、本年度末の歳計

現金残高は３２億８，３１２万円となりました。 
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決算対象年度 ： 平成28年度
会計 ： 一般会計

（単位：千円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 225,936,558 固定負債 23,748,464
有形固定資産 219,279,225 地方債 15,696,334

事業用資産 62,042,177 長期未払金 5,150,626
土地 29,558,557 退職手当引当金 2,901,504
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 52,780,472 その他 -
建物減価償却累計額 △ 25,829,838 流動負債 3,651,163
工作物 10,263,322 １年内償還予定地方債 1,932,982
工作物減価償却累計額 △ 4,826,078 未払金 797,503
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 495,053
航空機 - 預り金 425,626
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 27,399,628
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 95,742 固定資産等形成分 234,607,846

インフラ資産 155,429,412 余剰分（不足分） △ 22,956,533
土地 31,298,317
建物 4,963,888
建物減価償却累計額 △ 1,109,360
工作物 237,830,830
工作物減価償却累計額 △ 117,922,358
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 368,094

物品 3,136,695
物品減価償却累計額 △ 1,329,059

無形固定資産 118
ソフトウェア -
その他 118

投資その他の資産 6,657,215
投資及び出資金 2,380,033

有価証券 208,146
出資金 2,171,887
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 539,378
長期貸付金 -
基金 3,840,739

減債基金 -
その他 3,840,739

その他 -
徴収不能引当金 △ 102,935

流動資産 13,114,383
現金預金 3,708,749
未収金 348,320
短期貸付金 -
基金 9,092,458

財政調整基金 8,926,580
減債基金 165,878

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 35,144 211,651,313

239,050,941 239,050,941

貸借対照表
平成２９年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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決算対象年度 ： 平成28年度
会計 ： 一般会計 H29.3.31住民基本台帳登録人口

97,321人

（単位：千円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 2,322 固定負債 244
有形固定資産 2,253 地方債 161

事業用資産 638 長期未払金 53
土地 304 退職手当引当金 30
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 542 その他 -
建物減価償却累計額 △ 265 流動負債 38
工作物 105 １年内償還予定地方債 20
工作物減価償却累計額 △ 50 未払金 8
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 5
航空機 - 預り金 4
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 282
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1 固定資産等形成分 2,411

インフラ資産 1,597 余剰分（不足分） △ 236
土地 322
建物 51
建物減価償却累計額 △ 11
工作物 2,444
工作物減価償却累計額 △ 1,212
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 4

物品 32
物品減価償却累計額 △ 14

無形固定資産 0
ソフトウェア -
その他 0

投資その他の資産 68
投資及び出資金 24

有価証券 2
出資金 22
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 6
長期貸付金 -
基金 39

減債基金 -
その他 39

その他 -
徴収不能引当金 △ 1

流動資産 135
現金預金 38
未収金 4
短期貸付金 -
基金 93

財政調整基金 92
減債基金 2

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 0 2,175

2,456 2,456

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（市民１人あたり）
平成２９年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度 ： 平成28年度
会計 ： 一般会計

（単位：千円）
金　　　額

経常費用 31,750,734
業務費用 20,715,174

人件費 6,631,701
職員給与費 5,717,765
賞与等引当金繰入額 495,053
退職手当引当金繰入額 126,801
その他 292,082

物件費等 13,598,154
物件費 6,499,992
維持補修費 222,441
減価償却費 6,748,969
その他 126,752

その他の業務費用 485,319
支払利息 253,914
徴収不能引当金繰入額 18,102
その他 213,303

移転費用 11,035,561
補助金等 5,240,231
社会保障給付 4,253,983
他会計への繰出金 1,532,652
その他 8,694

経常収益 2,709,511
使用料及び手数料 277,274
その他 2,432,237

純経常行政コスト △ 29,041,223
臨時損失 97

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 97

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 29,041,320

行政コスト計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度 ： 平成28年度
会計 ： 一般会計 H29.3.31住民基本台帳登録人口

97,321人

（単位：千円）
金　　　額

経常費用 326
業務費用 213

人件費 68
職員給与費 59
賞与等引当金繰入額 5
退職手当引当金繰入額 1
その他 3

物件費等 140
物件費 67
維持補修費 2
減価償却費 69
その他 1

その他の業務費用 5
支払利息 3
徴収不能引当金繰入額 0
その他 2

移転費用 113
補助金等 54
社会保障給付 44
他会計への繰出金 16
その他 0

経常収益 28
使用料及び手数料 3
その他 25

純経常行政コスト △ 298
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 0

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 298

行政コスト計算書（市民１人あたり）
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度 ： 平成28年度
会計 ： 一般会計

（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 200,428,318 234,244,676 △ 33,816,358
純行政コスト（△） △ 29,041,320 △ 29,041,320
財源 28,645,906 28,645,906

税収等 23,275,637 23,275,637
国県等補助金 5,370,269 5,370,269

本年度差額 △ 395,413 △ 395,413
固定資産の変動（内部変動） △ 2,065,334 2,065,334

有形固定資産等の増加 5,688,612 △ 5,688,612
有形固定資産等の減少 △ 6,748,969 6,748,969
貸付金・基金等の増加 1,229,920 △ 1,229,920
貸付金・基金等の減少 △ 2,234,897 2,234,897

資産評価差額 80 80
無償所管換等 2,499,719 2,499,719
内部取引 △ 71,295 △ 71,295
その他 9,189,904 9,189,904
本年度純資産変動額 11,222,995 363,170 10,859,824
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 211,651,313 234,607,846 △ 22,956,533

純資産変動計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度 ： 平成28年度
会計 ： 一般会計

（単位：千円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 24,310,945

業務費用支出 13,404,439
人件費支出 6,306,371
物件費等支出 6,844,154
支払利息支出 253,914
その他の支出 -

移転費用支出 10,906,506
補助金等支出 4,943,707
社会保障給付支出 4,253,983
他会計への繰出支出 1,532,652
その他の支出 176,163

業務収入 30,727,909
税収等収入 23,311,120
国県等補助金収入 5,289,842
使用料及び手数料収入 276,822
その他の収入 1,850,125

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 3,331
業務活動収支 6,420,295
【投資活動収支】

投資活動支出 7,713,840
公共施設等整備費支出 6,428,520
基金積立金支出 1,229,920
投資及び出資金支出 30,399
貸付金支出 -
その他の支出 25,000

投資活動収入 2,478,114
国県等補助金収入 216,139
基金取崩収入 2,234,897
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 2,078
その他の収入 25,000

投資活動収支 △ 5,235,726
【財務活動収支】

財務活動支出 2,136,559
地方債償還支出 2,136,559
その他の支出 -

財務活動収入 1,859,800
地方債発行収入 1,859,800
その他の収入 -

財務活動収支 △ 276,759
本年度資金収支額 907,810
一般財源等充当調整額 -
前年度末資金残高 2,375,313
本年度末資金残高 3,283,123

前年度末歳計外現金残高 411,163
本年度歳計外現金増減額 14,463
本年度末歳計外現金残高 425,626
本年度末現金預金残高 3,708,749

資金収支計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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 用語解説  

 

1 貸借対照表 

用語 解説 

事業用資産 公共サービスに供されている資産で、インフラ資産、物

品以外 

工作物 道路、橋梁、公園、機械類など製作品 

建設仮勘定 建設中などの物件を仮に計上しておくための勘定科目 

インフラ資産 道路、上下水道等の社会基盤となる資産 

無形固定資産 ソフトウェア、地上権、商標権等 

投資その他の資産 有価証券、外郭団体への出資金、出えん金、基金、積立

金等 

長期延滞債権 １年を超えて回収されていない未収金等の収入未済額 

徴収不能引当金 徴収不能のおそれのある債権見込み額 

未収金 市税などの収入未済額のうち過去１年以内に発生した

もの 

地方債 翌々年度以降に返済が生じる地方債 

未払金 繰越などで未払が発生したもの 

預り金 職員給与等から控除した税金及び社会保険料、契約保証

金等 

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積 

余剰分 費消可能な資源の蓄積 

 

2 行政コスト計算書 

用語 解説 

経常費用 毎年度継続的に発生する費用 

社会保障給付 扶助費（生活保護、児童手当等）等 

他会計への繰出金 特別会計への繰出金等 

 

3 純資産変動計算書 

用語 解説 

無償所管換等 無償で取得した固定資産の評価額等 

内部取引 内部で所管換等による固定資産の異動 

 

4 資金収支計算書 

用語 解説 

投資及び出資金支出 有価証券および外郭団体等への出資にかかる支出 

地方債等償還支出 公債や借入金の元本償還にかかる支出 
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平成28年度 印西市一般会計等財務書類 注記 

 

１ 重要な会計方針 

  

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）  

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定）  

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定）  

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

(3)有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物 15年～50年  

工作物 6年～60年  
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物品 3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によ

っています。） 

 

(4)引当金の計上基準及び算定方法  

① 徴収不能引当金  

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。長期延滞債権については、過去５年間の平

均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上してい

ます。  

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性

を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。  

② 退職手当引当金  

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 賞与等引当金  

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(5)リース取引の処理方法  

  リース資産はございません。 

 

(6)資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（印西市歳計外現金等及び基金に属

する現金の保管（運用）方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等を

いいます。）  

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

 

(7)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に

資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 
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 ２ 追加情報  

 

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計  

② 一般会計等の対象範囲のうち、国民健康保険特別会計、介護保険等別会計、後期高齢

者医療特別会計については、普通会計の対象範囲には含まれません。 

③ 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のと

おりです。  

実質赤字比率  －  

連結実質赤字比率 －  

実質公債費比率 4.7％  

将来負担比率 －  

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 8,357,877千円 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 1,587,950 千円 

繰越明許費（一般会計） 1,422,066千円 

事故繰越額（一般会計） 16,800千円 

継続費逓次繰越額（一般会計）149,084千円 

 

(2)貸借対照表に係る事項 

① 総務省改定モデルから統一的な基準へ移行にあたり、固定資産台帳の整備を行った結

果、有形固定資産が大幅に増加しました。 

 H27年度  169,919,280千円（総務省改定モデル） 

H28年度  219,279,225千円（統一的な基準） 

・事業用資産 62,042,177千円 

・インフラ資産 155,429,412千円 

・物品 1,807,636 千円 

 

② 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲  

公共資産のうち、現在行政目的のために使用されていない資産。  
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イ 内訳 

事業用資産 545,713 千円（61,946,435千円）  

土地  545,713 千円（ 29,558,557千円）  

建物   － 千円（26,950,634千円）  

工作物  － 千円（ 5,437,244千円）  

その他  － （ －）  

インフラ資産 － 千円（155,061,317千円）  

土地   － 千円（ 31,298,317千円）  

建物   － 千円（ 3,854,528千円） 

工作物  － 千円（ 119,908,472千円）  

その他  － （ －）  

物品   － 千円（ 1,807,636千円） 

 

平成29年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。  

上記の（218,815,388 千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

 

③ 減債基金に係る積立不足額 

該当なし 

 

④ 基金借入金（繰替運用）  

該当なし  

 

⑤ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

要額に含まれることが見込まれる金額 12,312,132千円 

 

⑥ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次の

とおりです。  

標準財政規模 21,211,488千円  

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 26,658千円  

将来負担額 32,819,880千円  

充当可能基金額 13,390,188千円  

特定財源見込額 5,953,307千円  

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 15,835,432千円 
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⑦ 地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務

金額  

  該当なし 

 

⑧ 道路、河川及び水路の敷地の評価額 

本市では統一的な基準モデルに基づいた評価基準及び評価方法（「資産評価及び

固定資産台帳整備の手引き」）により計上しています。  

 貸借対照表に計上されている評価額 3,515,270千円 

  

(3) 行政コスト計算書に係る事項  

総務省改定モデルから統一的な基準へ変更したことによる主な影響額は次のとおりで

す。  

臨時損失 97千円  

生活保護法による医療扶助に係る診療報酬返還金減額に伴う臨時損失 97千円  

  

(4)純資産変動計算書に係る事項  

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。  

 

② 余剰分（不足分）  

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

(5) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 3,429,193千円 

  

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 36,544,467千円 34,161,344千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に

伴う差額 
0千円 0千円 

前年度繰越金 1,475,313千円 0千円 

資金収支計算書 35,069,154千円 34,161,344千円 

地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書には前年度からの繰越金1,475,313千

円が含まれております。 
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③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳  

資金収支計算書 

業務活動収支          6,420,295千円 

投資活動収入の国県等補助金収入  216,139千円 

未収債権、未払債権等の減少   1,362,573千円  

減価償却費          △6,748,969千円  

賞与等引当金繰入額（増減額）  △495,053千円  

退職手当引当金繰入額（増減額） △126,801千円  

徴収不能引当金繰入額（増減額） △18,102千円 

資産除売却益（損）           0千円  

純資産変動計算書の本年度差額  △395,413 千円 

 

④ 一時借入金 

該当なし 
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